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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第27期
第１四半期
累計期間

第28期
第１四半期
累計期間

第27期

会計期間
自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (千円) 1,095,085 1,189,269 5,708,411

経常利益 (千円) 56,752 107,311 625,962

四半期(当期)純利益 (千円) 55,060 102,957 527,043

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 700,328 700,328 700,328

発行済株式総数 (株) 2,978,200 2,978,200 2,978,200

純資産額 (千円) 1,185,799 1,731,171 1,656,002

総資産額 (千円) 3,418,391 3,589,922 3,823,708

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 18.94 35.40 181.28

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) － 35.21 －

１株当たり配当額 (円) － － 10.00

自己資本比率 (％) 34.0 47.6 42.7

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。

３　第27期第１四半期累計期間及び第27期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、震災復興需要が見込まれる中、欧州債務危機などを背

景とする海外経済の減速や不安定な為替相場の影響を受け、依然、先行きの不透明な状態が続いておりま

す。

当社を取り巻く経営環境も、こうした影響を避けられず、国内外において需要獲得が厳しい状況になっ

ております。

このような環境の中、当社の受注及び引合状況につきましては、前年同期の実績に比べやや弱まりが見

られましたが、国内における自動車関連企業の積極的な設備投資及び工作機械関連企業の大口発注に支

えられ、堅調に推移いたしました。また６月には中国国際工作機械工具展覧会（CIMES2012）に出展し、海

外市場の新規開拓、営業拡販に向けた施策を着実に推し進めております。売上につきましては、前事業年

度後半の受注である世界最大手の航空機エンジンメーカー向けをはじめとした海外案件が大きく寄与

し、前年同期に比べ増加いたしました。

この結果、当第１四半期累計期間の受注高は、1,760,301千円（前年同期比7.8％減）となりました。う

ち当社主力機種である立形研削盤は1,119,425千円（前年同期比26.5％減）、横形研削盤は238,877千円

（前年同期比42.8％増）、その他専用研削盤は401,997千円（前年同期比84.7％増）となりました。

売上高につきましては、1,189,269千円（前年同期比8.6％増）となりました。品目別に示すと、立形研

削盤は937,505千円（前年同期比5.0％増）、横形研削盤は208,207千円（前年同期比364.0％増）、その他

専用研削盤は43,555千円（前年同期比72.3％減）となりました。

損益につきましては、営業利益115,316千円（前年同期比63.8％増）、経常利益107,311千円（前年同期

比89.1％増）、四半期純利益102,957千円（前年同期比87.0％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（流動資産）

  当第１四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて219,893千円減少し、2,298,194千円とな

りました。これは主に売掛金が377,581千円、製品が78,002千円減少したこと、現金及び預金が15,527千

円、仕掛品が205,814千円、原材料及び貯蔵品が11,546千円増加したことによるものです。

（固定資産）

  当第１四半期会計期間末の固定資産は前事業年度末に比べて13,893千円減少し、1,291,728千円となり

ました。これは主に有形固定資産が13,553千円減少したことによるものです。

（流動負債）

　当第１四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて294,434千円減少し、917,048千円となりま

した。これは主に短期借入金が350,000千円、未払法人税等が7,664千円、役員賞与引当金が33,319千円、製

品保証引当金が17,876千円減少したことと、買掛金が10,970千円増加したことによるものです。

（固定負債）

　当第１四半期会計期間末の固定負債は前事業年度末に比べて14,521千円減少し、941,702千円となりま

した。これは主にリース債務が13,278千円減少したことによるものです。

（純資産）

  当第１四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて75,169千円増加し、1,731,171千円となりま

した。これは利益剰余金が73,883千円増加したことによるものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は16,422千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,978,200 2,978,200
大阪証券取引所
JASDAQ

（スタンダード）
（注）１、２、３

計 2,978,200 2,978,200― ―

（注）１　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社として標準となる株式であります。

２　単元株式数は100株であります。

３　提出日現在の発行数には、平成24年８月１日から本四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ─ 2,978,200 ─ 700,328 ─ 387,828

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成24年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　70,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,907,300　 29,073 －

単元未満株式 普通株式　　　　100 － －

発行済株式総数 2,978,200 － －

総株主の議決権 － 29,073 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式15株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社太陽工機

新潟県長岡市西陵町
221番35

70,800 － 70,800 2.38

計 － 70,800 － 70,800 2.38

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成24年４月１日から

平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 197,798 213,325

売掛金 1,136,391 758,809

製品 78,002 －

仕掛品 797,617 1,003,432

原材料及び貯蔵品 294,831 306,378

その他 14,445 17,248

貸倒引当金 △1,000 △1,000

流動資産合計 2,518,087 2,298,194

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 849,658 835,547

土地 354,269 354,269

その他（純額） 63,440 63,997

有形固定資産合計 1,267,368 1,253,814

無形固定資産 12,791 10,240

投資その他の資産 25,461 27,672

固定資産合計 1,305,621 1,291,728

資産合計 3,823,708 3,589,922

負債の部

流動負債

買掛金 250,649 261,620

短期借入金 620,000 270,000

未払法人税等 14,039 6,375

製品保証引当金 84,989 67,113

役員賞与引当金 41,719 8,400

その他 200,085 303,540

流動負債合計 1,211,482 917,048

固定負債

リース債務 815,747 802,469

退職給付引当金 88,461 88,461

その他 52,015 50,772

固定負債合計 956,223 941,702

負債合計 2,167,706 1,858,750

純資産の部

株主資本

資本金 700,328 700,328

資本剰余金 466,570 467,026

利益剰余金 527,043 600,926

自己株式 △59,699 △58,013

株主資本合計 1,634,242 1,710,267

新株予約権 21,760 20,904

純資産合計 1,656,002 1,731,171

負債純資産合計 3,823,708 3,589,922
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 1,095,085 1,189,269

売上原価 783,051 845,856

売上総利益 312,034 343,412

販売費及び一般管理費 241,633 228,096

営業利益 70,400 115,316

営業外収益

受取利息 2 1

受取手数料 393 449

受取保険金 － 3,077

作業くず売却益 592 879

その他 206 928

営業外収益合計 1,194 5,335

営業外費用

支払利息 10,253 9,256

売上割引 1,040 2,100

支払手数料 567 295

その他 2,980 1,687

営業外費用合計 14,842 13,340

経常利益 56,752 107,311

税引前四半期純利益 56,752 107,311

法人税、住民税及び事業税 1,691 4,354

法人税等合計 1,691 4,354

四半期純利益 55,060 102,957
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】
　

当第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる損益への影響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 25,777千円 22,001千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第１四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月14日
　定時株主総会

普通株式 29,073 10平成24年３月31日 平成24年６月15日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントは

ありませんので、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 18.94円 35.40円

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 55,060 102,957

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 55,060 102,957

    普通株式の期中平均株式数(株) 2,907,424 2,908,418

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 35.21円

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) ― 15,600

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

――― ―――

（注）前第１四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月３日

株式会社太陽工機

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    　遠藤  尚秀　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　仲　　昌彦　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社太陽工機の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第28期事業年度の第１四半期会計期間（平成
24年４月１日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30
日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の平成24年６月30日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ
ての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　
　

EDINET提出書類

株式会社太陽工機(E02360)

四半期報告書

14/14


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第１四半期累計期間
	継続企業の前提に関する事項
	会計方針の変更等
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

